
ＴＰＰ協定に関する緊急要請

 ＴＰＰ交渉は、参加国全体の閣僚会合が開催されるなど、今まさに重要な局

面を迎えています。 

ＴＰＰ協定は、国民生活や経済活動の幅広い分野に大きな影響を及ぼすこと

が懸念されており、これまで、政府に対しては、十分な情報提供とＴＰＰ協定

が地方経済や国民生活全般に与える影響等について、明確な説明を求めてきた

ところです。 

 このような状況を踏まえ、次のことを強く求めます。 

１．交渉に当たっては、衆参両院農林水産委員会における決議を遵守し、毅然

とした姿勢を貫くとともに、国民への十分な情報提供と説明を行い、農林水

産分野における重要品目の関税を維持するなど、我が国の食料自給力の向上

を支える農林水産業の持続的な発展が図られるよう、断固たる対応を行うこ

と。 

２．地方の基幹産業であり、国土や自然環境の保全、農村が担ってきた文化の

維持・継承、さらには就労の場、地域社会の持続可能性など多面的な機能を

有する農林水産業については、ＴＰＰ協定への参加如何にかかわらず、食料

安全保障の観点から、将来にわたり持続的に発展していけるよう、それぞれ

の地域の特性に応じた再生・強化に向けた施策を講ずること。 

３．ＴＰＰ協定への参加を判断するに当たっては、東日本大震災からの復興の

途上にある被災地の活力を決して低下させることがないよう、十分に配慮す

ること。
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